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岩 手 県 南 3市 町 の 子 ど も た ち の 甲状 腺 検 査 実 施 を 求 め る要 望 に つ い て

この ことについて、平成 24年 11月 21日 付で提出 された ところですが、下記の とお

り回答 しますので御査収願 います。

記

1 県南地域 の子 どもたちの甲状腺検査 について

【回答 】

(1)福 島県の甲状腺超音波検査は、原発事故か ら 1～ 2年 とい う現段階において

は、その影響が反映 されていない 「現時点での甲状腺の状況」を把握す るとい

う観点か ら実施 されてい るもの と承知 してお り、公表資料 で 「A2」 判定 となつ

た小 さな 「結節 (5.Omm以 下 )」 又は 「の う胞 (20mm以 下 )」 が認 め られた

子 どもについては、通常の診療では 「所見あ り」 とは捉 え られ ない ものの、長

期 にわた り健康 を見守 る観 点か ら、あえて正確 に記録 を残 し、結果 をお伝 えし

てい ると聞いています。

こ うした A2判定 を含 め、A判 定の割合 は約 99.5%と なつてい る ところです。

(2)甲 状腺 の良性疾患である「の う胞」や 「結節」は臨床上多 く見 られ るもの と

され、福 島県で行 われてい る甲状腺検査では 4割 前後で発見 されてお りますが、

疫学的 に どれ くらいの頻度で見 られ るのかを厳密 に調査 した研究はないため、

国においては青森県、山梨県及び長崎県において、福 島県の調査 と同 じ基準で

甲状腺超音波検査 を実施 し、その結果 を疫学的に比較す る調査 を実施す ると承

知 しています。

(3)平成 24年 11月 26日 開催 した岩手県放射線 内部被 ば く健康影響調査有識者

会議 においては、上記 の調査結果 を踏まえて対応す るこ とが適切 ではないか と

の意見 も頂いた ところであ り、本県 としては、こ うした国や福 島県の調査結果

等を注意深 く見守 りなが ら、必要な場合 に速やかに対応 できるよ うな態勢 を整

えることが肝要 と考 えています。

2 放射線内部被ば く健康影響調査有識者会議への市民代表の参加 について

【回答】

(1)有識者会議は、放射線防護学や緊急被ばく医療等の専門家により構成 してお

り、放射線の内部被ばく調査方法や評価について、学術的、専門的な見地から

助言 。評価 を頂 くことを目的 として設置 したものであ り、県の方針決定や政策

的判断の場ではないことを御理解いただきたいと思います。



(2)県 としては、これまでも県民の方々や各種団体か らの意見等を踏まえ、有識

者会議の科学的な評価や助言の趣 旨とは少 し異なるものの、内部被ばく健康影

響調査の継続や健康相談等支援事業費補助制度を創設 してきた ところであ り、

今後 とも県民の声に広 く耳を傾けてまい ります。

3 甲状腺障害以外 の疾病予防のための調査・保健指導の実施 について

【回答】

(1)昨年度実施 した放射線内部被ばく健康影響調査に係 る有識者会議において、

本県の子 どもの放射線被ばくによる健康影響は極めて小 さく、これまで と同様

の食生活 を継続 して も健康 に影響が及ぶ とは考 えに くい との評価 をいただい

た ところです。

(2)し か しなが ら、県 としては、放射線の健康影響に対す る県民の不安は必ず し

も解消 していない と承知 してお り、尿中放射性物質の推移 をモニタ リングし、

その リスク評価 をわか りやす くお示 しをしてい くとい う観点か ら、現在、昨年

度に健康影響調査を行つた子 ども達の継続調査を行つています。

この結果については、年明けに有識者会議を開催 し、健康影響についての評

価を行 うとともに県民に対す る助言等についてもいただ く予定 としています。

(3)さ らに、汚染重点調査地域に指定 されている県南 3市 町を対象に、住民に身

近な相談窓 口である市町が実施す る健康相談及び希望者への内部被 ば く検査

に要す る費用への補助制度 を創設 した ところです。

(4)現 在、国において、放射線の障害の防止の観点か ら、健康管理のあ り方を検

討す るため有識者による検討チームを組織 し、実施体制や実施方法等の検討が

行われていると聞いてお ります。

(5)こ れ らを踏まえ、本県 としては、現在、実施 している継続調査の結果・評価

をわか りやす く県民に伝えてい くとともに、国及び福島県の動向や新 しい知見

の動向等を注意深 く見守 りなが ら、必要な場合に速やかに対応できるよう努め

てまい ります。


